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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第116期
第３四半期
連結累計期間

第117期
第３四半期
連結累計期間

第116期
第３四半期
連結会計期間

第117期
第３四半期
連結会計期間

第116期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年
     12月31日

自  平成21年
     10月１日
至  平成21年
     12月31日

自  平成22年
     10月１日
至  平成22年
     12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 111,884 127,906 40,363 39,543 156,278

経常損失（△） (百万円) △10,315 △2,341 △213 △2,556 △10,013

四半期(当期)純損失
（△）

(百万円) △19,388 △4,787 △463 △3,016 △19,654

純資産額 (百万円) ― ― 65,754 61,224 66,042

総資産額 (百万円) ― ― 222,183 215,405 228,100

１株当たり純資産額 (円) ― ― 369.14 326.80 369.11

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △150.61 △37.19 △3.60 △23.43 △152.68

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) ― ― 21.4 19.5 20.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,490 1,973 ― ― 14,083

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,145 △4,950 ― ― △3,570

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,445 1,048 ― ― △2,043

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 12,795 15,421 17,366

従業員数 (名) ― ― 1,755 1,591 1,712

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 1,591

(注) 従業員数は、就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む）であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 778

(注) 従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績
　

セグメントの名称 品名

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

生産高(千トン)

鉄鋼

粗鋼 133

圧延鋼材 318

加工鋼材 86

化学 無機薬品等 67

(注)　上記以外につきましては、役務の提供や重要性のないものであるため記載を省略しております。

　

(2) 受注実績
　

セグメントの名称 品名

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

受注高(百万円) 受注残高(百万円)

鉄鋼 鋼材 17,178 5,573

エンジニア
リング

魚礁、総合
建築工事等

737 2,292

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績
　

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

金額(百万円)

鉄鋼 35,009

エンジニアリング 470

不動産 115

化学 3,948

合計 39,543

(注) １　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　　前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間において、販売実績の総販売実績に対する割合が

10％以上の取引先はありません。

３　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

の内、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書及び

第２四半期の四半期報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、堅調な新興国向け輸出などにより企業収益は改善基調

にあるものの、円高の進行や政策効果の剥落などもあり、足下は足踏み状態となっています。

当社は第１四半期連結会計期間に鉄鋼事業の構造改革を実行し、設備の除却等を行いました。また人

員も構造改革後の生産体制に見合う人員としました。当第３四半期連結会計期間はそうした体制の下、

固定費を削減し、安定した操業に注力してまいりました。

　
各セグメントの業績は次のとおりであります。

当社グループのコア事業であります鉄鋼では、コークス売上高は構造改革で製造を中止しましたの

で減少しましたが、主に鋼材販売量が前年同期の落ち込んだ水準から回復しましたことにより、鋼材売

上でカバーし、当第３四半期連結会計期間の売上高は350億９百万円となりました。収益面では、構造改

革によって固定費は削減しましたが、コークス分の収益減少に加え、鋼材販売価格を上回る主原料価格

の上昇により、経常損失は25億56百万円となりました。

エンジニアリングにつきましては、きめ細かい営業活動を展開しコスト削減に努めましたが、建築受

注物件の減少などにより、売上高は４億70百万円、経常損失は６百万円となりました。

不動産につきましては、賃貸収入を中心に安定した収益を確保しており、売上高は１億15百万円、経

常利益は56百万円となりました。

化学につきましては、農薬の販売量が減少しましたことなどにより、売上高は39億48百万円、経常利

益は２億15百万円となりました。

　
その結果、当第３四半期連結会計期間の連結業績は、売上高395億43百万円（前年同四半期403億63百

万円）、営業損失20億93百万円（前年同四半期１億83百万円の利益）、経常損失25億56百万円（前年同

四半期２億13百万円）となりました。特別利益に貸倒引当金戻入益（48百万円）などを、特別損失に固

定資産除却損（50百万円）などを計上しましたことなどにより、四半期純損失は30億16百万円（前年

同四半期４億63百万円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

①流動資産

当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、809億18百万円（第２四半期連結会計期間

末867億83百万円）となり、第２四半期連結会計期間末と比べて58億64百万円減少しました。その主な

要因は、受取手形及び売掛金が減少しましたこと（347億78百万円から302億53百万円へ45億24百万円

の減少）によるものであります。

②固定資産

当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、1,344億86百万円（第２四半期連結会計期

間末1,352億69百万円）となり、第２四半期連結会計期間末と比べて７億82百万円減少しました。その

主な要因は、設備投資９億61百万円の増加と減価償却実施額18億78百万円の減少によるものでありま

す。

③流動負債及び固定負債

当第３四半期連結会計期間末における負債合計（流動負債及び固定負債）の残高は、1,541億80百万

円（第２四半期連結会計期間末1,582億32百万円）となり、第２四半期連結会計期間末と比べて40億52

百万円減少しました。その主な要因は、有利子負債が減少しましたこと（981億63百万円から957億73百

万円へ23億89百万円の減少）と未払金が減少しましたこと（42億90百万円から23億28百万円へ19億62

百万円の減少）によるものであります。

④純資産

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、612億24百万円（第２四半期連結会計期間末

638億20百万円）となり、第２四半期連結会計期間末と比べて25億95百万円減少しました。その主な要

因は、四半期純損失30億16百万円を計上しましたことによるものであります。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、154億21百万

円となり第２四半期連結会計期間末と比べて14億80百万円減少しました。当第３四半期連結会計期間の

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において営業活動で得た資金は36億45百万円（前年同四半期22億55百万

円の収入）となりました。これは主として、税金等調整前四半期損益が25億66百万円の損失となったも

のの、減価償却費が18億78百万円あり、売上債権の減少により収入が45億22百万円あったことによるも

のです。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において投資活動で支出した資金は24億70百万円（前年同四半期１億11

百万円の支出）となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出24億72百万円によるも

のです。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間において財務活動で支出した資金は26億52百万円（前年同四半期40億70

百万円の支出）となりました。これは主として、長期借入れによる収入が８億円と短期借入金収入が３

億50百万円がありましたが、35億39百万円の長期借入金の返済をしたことによるものです。

　

EDINET提出書類

株式会社中山製鋼所(E01229)

四半期報告書

 6/32



　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。
　

当社は会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおりであります。

(A) 基本方針の内容の概要

当社は、大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合に、これを受け入れるか否かの最終的

な判断については、株主の皆様によって決定・判断されるべき事項であると認識しております。

また、当社は、当社の企業価値および株主共同の利益を確保・向上するためには、大規模買付者が

意図する経営方針や事業計画の内容、株主の皆様や当社グループの経営に与える影響、当社グループ

を取り巻く多くの関係者に対する影響等について、事前の十分な情報開示がなされることが必要で

あると考えます。また、大規模買付者に対して質問や買収条件等の改善を要求し、あるいは株主の皆

様にメリットのある相当な代替案が提示される機会を確保するため、相応の検討時間・交渉力等も

確保されている必要があると考えます。

そこで、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上のため必要かつ相当な手段をとるこ

とができるよう、必要なルールおよび手続きを定めることとします。

　
(B) 基本方針の実現のための取り組みの概要

［当社株式の大規模な買付行為に関する適正ルール（買収防衛策）の導入］

当社は、平成20年６月27日開催の第114回定時株主総会において、特定株主グループの議決権割合

を20％以上とすることを目的とする当社株式等の大規模な買付行為、または結果として特定株主グ

ループの議決権割合が20％以上となる当社株式等の大規模な買付行為（以下、「大規模買付行為」

といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に関する適正ルール（以下、

「本プラン」といいます。）の導入の件を付議しました結果、株主の皆様のご承認をいただきまし

た。

 ① 本プランの概要

本プランは、大規模買付者に対し、以下に定めるルール（以下、「大規模買付ルール」といいま

す。）の遵守、具体的には①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供

し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始することを求める

もので、以下その手続きを定めております。

a) 大規模買付者による当社への「意向表明書」の提出

b) 必要情報の提供

c) 検討期間（「取締役会評価期間」）の確保

60営業日 ： 対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合

90営業日 ： その他の大規模買付行為の場合

取締役会評価期間中、当社取締役会は必要に応じてファイナンシャルアドバイザー、公認会計士、

弁護士等の社外の専門家の助言を受け、また独立委員会の意見を最大限尊重し、提供された大規模買

付情報を十分に評価・検討し、意見をとりまとめ開示します。また、必要に応じ、大規模買付行為の条

件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することがあります。
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 ② 大規模買付ルールが遵守されなかった場合の対抗措置

大規模買付ルールが遵守されない場合には、当社取締役会は、当社企業価値および当社株主共同の

利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律および当社定款が認

める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することがあります。大規模買付ルールが遵守されてい

る場合には、当社取締役会は仮に当該大規模買付行為に反対であったとしても、原則として具体的対

抗措置を発動しません。

　

 ③ 本プランの有効期限

本プランの有効期限は、平成23年６月開催予定の当社定時株主総会終了の時点までとします。ま

た、本プランは、その有効期間中であっても、当社取締役会または当社株主総会の決議により廃止さ

れるものとしています。

　

(C) 上記取り組みに対する取締役会の判断及びその理由

本プランは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報や、現

に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、さらには、当社株主の皆様が代替案の提示

を受ける機会を保障することを目的としています。これにより、当社株主の皆様は、十分な情報のも

とで、大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断をすることが可能となり、そのことが当

社株主共同の利益の保護につながるものと考えます。従いまして、本プランを設定することは、当社

株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでも

ありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は78百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な設備の変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 131,383,661131,383,661

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数は、1,000株であ
ります。

計 131,383,661131,383,661― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日～
平成22年12月31日

― 131,383,661 ― 15,538 ― 5,853

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成22年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 2,656,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

128,185,000
128,185 ―

単元未満株式 普通株式 542,661 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 131,383,661― ―

総株主の議決権 ― 128,185 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権は１個）含まれており

ます。

２　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が228株含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

株式会社中山製鋼所
　
大阪市大正区船町１丁目
１－66

2,656,000― 2,656,000 2.02

計 ― 2,656,000― 2,656,000 2.02

(注)　当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）現在の自己株式数は、2,657,000株（議決権は2,657個）となって

おります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 161 166 166 151 132 125 122 113 117

最低(円) 142 137 146 124 114 114 98 93 103

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役営業本部長
兼商品開発担当

取締役圧延部門、品質
管理、商品開発担当

箱　守　一　昭 平成23年２月８日

取締役社長付（非常勤） 取締役営業本部長 西　澤　茂　樹 平成23年２月８日

取締役生産技術部長
兼生産部門、品質管理、
工程管理担当

取締役生産技術部長
兼工程管理、製鋼担当

吉　村　　　敏 平成23年２月８日
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期連

結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月

１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により

四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けているあずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年

７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,421 17,366

受取手形及び売掛金 ※3
 30,253 35,099

有価証券 65 30

商品及び製品 13,788 13,424

仕掛品 3,293 3,518

原材料及び貯蔵品 15,650 13,611

繰延税金資産 279 377

その他 2,679 2,425

貸倒引当金 △512 △530

流動資産合計 80,918 85,323

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 16,923

※1
 18,713

機械及び装置（純額） ※1
 35,926

※1
 43,813

土地 68,753 68,621

その他（純額） ※1
 2,869

※1
 1,443

有形固定資産合計 124,472 132,592

無形固定資産 1,018 1,101

投資その他の資産

投資有価証券 7,412 7,642

繰延税金資産 28 30

その他 1,723 1,632

貸倒引当金 △168 △222

投資その他の資産合計 8,996 9,083

固定資産合計 134,486 142,777

資産合計 215,405 228,100

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3
 22,266 23,475

短期借入金 32,530 41,528

未払金 ※3
 2,328 2,808

未払費用 1,876 1,483

未払法人税等 266 430

賞与引当金 387 918

事業構造改善引当金 81 7,495

その他 798 1,279

流動負債合計 60,536 79,419
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 63,243 52,121

繰延税金負債 8,372 8,450

再評価に係る繰延税金負債 11,525 11,553

退職給付引当金 3,411 3,513

役員退職慰労引当金 116 137

環境対策引当金 217 212

特別修繕引当金 2 19

事業構造改善引当金 2,216 2,345

負ののれん 3,478 3,724

その他 1,060 560

固定負債合計 93,644 82,638

負債合計 154,180 162,058

純資産の部

株主資本

資本金 15,538 15,538

資本剰余金 10,339 10,339

利益剰余金 △916 3,830

自己株式 △598 △597

株主資本合計 24,362 29,111

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,222 1,881

土地再評価差額金 16,481 16,522

評価・換算差額等合計 17,704 18,403

少数株主持分 19,157 18,526

純資産合計 61,224 66,042

負債純資産合計 215,405 228,100
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 111,884 127,906

売上原価 110,549 117,696

売上総利益 1,335 10,210

販売費及び一般管理費

販売費 ※1
 4,564

※1
 5,189

一般管理費 ※1
 5,894

※1
 5,841

販売費及び一般管理費合計 10,459 11,031

営業損失（△） △9,124 △820

営業外収益

受取利息 12 15

受取配当金 99 116

負ののれん償却額 246 246

不動産賃貸料 183 212

その他 134 227

営業外収益合計 675 817

営業外費用

支払利息 1,026 1,074

休止固定資産減価償却費 210 －

その他 631 1,264

営業外費用合計 1,867 2,338

経常損失（△） △10,315 △2,341

特別利益

固定資産受贈益 － ※2
 129

固定資産売却益 ※3
 432

※3
 110

貸倒引当金戻入額 51 27

移転補償金 ※4
 1,702 －

特別利益合計 2,186 267

特別損失

特別退職金 － ※5
 586

事業構造改善費用 － ※6
 507

固定資産除却損 ※7
 128

※7
 191

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 178

事業構造改善引当金繰入額 ※8
 10,000 －

減損損失 ※9
 1,157 －

特別損失合計 11,285 1,464

税金等調整前四半期純損失（△） △19,415 △3,538

法人税、住民税及び事業税 408 450

法人税等調整額 41 113

法人税等合計 450 564

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △4,103

少数株主利益又は少数株主損失（△） △476 684

四半期純損失（△） △19,388 △4,787
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 40,363 39,543

売上原価 36,638 38,033

売上総利益 3,725 1,510

販売費及び一般管理費

販売費 ※1
 1,662

※1
 1,668

一般管理費 ※1
 1,879

※1
 1,935

販売費及び一般管理費合計 3,542 3,604

営業利益又は営業損失（△） 183 △2,093

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 23 29

負ののれん償却額 82 82

不動産賃貸料 63 70

その他 20 58

営業外収益合計 192 244

営業外費用

支払利息 352 359

休止固定資産減価償却費 49 －

その他 187 347

営業外費用合計 589 706

経常損失（△） △213 △2,556

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 48

固定資産売却益 ※2
 139

※2
 0

特別利益合計 139 48

特別損失

固定資産除却損 ※3
 3

※3
 50

特別退職金 － ※4
 5

事業構造改善費用 － ※5
 2

特別損失合計 3 59

税金等調整前四半期純損失（△） △78 △2,566

法人税、住民税及び事業税 161 103

法人税等調整額 74 125

法人税等合計 236 228

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △2,795

少数株主利益 148 220

四半期純損失（△） △463 △3,016
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △19,415 △3,538

減価償却費 6,898 5,794

貸倒引当金の増減額（△は減少） △55 △70

賞与引当金の増減額（△は減少） △829 △531

退職給付引当金の増減額（△は減少） 312 35

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 △21

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 3 △17

環境対策引当金の増減額（△は減少） － 5

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） 10,000 △730

受取利息及び受取配当金 △112 △131

支払利息 1,026 1,074

減損損失 1,157 －

有形固定資産除却損 128 191

有形固定資産売却損益（△は益） △432 △110

投資有価証券評価損益（△は益） 3 28

移転補償金 △1,702 －

特別退職金 － 586

売上債権の増減額（△は増加） 1,721 4,836

たな卸資産の増減額（△は増加） 13,670 △2,869

仕入債務の増減額（△は減少） 1,344 △1,048

未払消費税等の増減額（△は減少） 9 △694

その他 335 152

小計 14,065 2,939

移転補償金の受取額 607 －

特別退職金の支払額 － △592

法人税等の還付額 － 207

法人税等の支払額 △1,182 △580

営業活動によるキャッシュ・フロー 13,490 1,973

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △499

有価証券の償還による収入 － 499

有形固定資産の取得による支出 △3,636 △4,784

有形固定資産の売却による収入 535 169

無形固定資産の取得による支出 △14 △30

固定資産の除却による支出 △208 △64

投資有価証券の取得による支出 △3 △29

投資有価証券の売却による収入 0 0

関係会社株式の取得による支出 － △10

関係会社出資金の払込による支出 － △307

貸付けによる支出 △44 △27

貸付金の回収による収入 67 44

利息及び配当金の受取額 112 117

その他 46 △29

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,145 △4,950
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,740 △6,850

長期借入れによる収入 16,510 24,550

長期借入金の返済による支出 △9,734 △15,350

社債の償還による支出 △20 －

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △0

子会社の自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △388 △3

少数株主への配当金の支払額 △24 △22

利息の支払額 △1,033 △983

その他 △14 △290

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,445 1,048

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,894 △1,934

現金及び現金同等物の期首残高 8,900 17,366

会社分割による現金及び現金同等物の減少額 － △10

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 12,795

※1
 15,421
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関する事項の変更

(1)「資産除去債務に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間において、営業損失及び経常損失は、それぞれ24百万円増加し、税金等調

整前四半期純損失は203百万円増加しております。

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）、「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しております。

　

【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴

い、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「休止固定資産減価償却費」

（当第３四半期連結累計期間96百万円）は、金額の重要性が乏しくなりましたので、当第３四半期連結累計期間か

ら「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴

い、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「休止固定資産減価償却費」

（当第３四半期連結会計期間38百万円）は、金額の重要性が乏しくなりましたので、当第３四半期連結会計期間か

ら「営業外費用」の「その他」に含めて表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分する方

法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の

　　　減価償却累計額
113,609百万円

　

　２　受取手形割引高 800百万円
　

　　　受取手形裏書譲渡高 2

　

※１　有形固定資産の

　　　減価償却累計額
167,338百万円

　

　２　受取手形割引高 550百万円
　

　　　受取手形裏書譲渡高 24

　

※３　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理に

ついて、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日でありましたが、満期日に決済が行われた

ものとして処理しております。

　当第３四半期連結会計期間末の満期手形等は次の

とおりであります。

受取手形及び売掛金 4,204百万円

支払手形及び買掛金 3,546

未払金 513

割引手形 450

※３　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　

　４　保証債務

　　　従業員及び関連会社の金融機関借入金について保証

しております。

　 保証債務残高

従業員(住宅資金) 82百万円

エヒメシャーリング㈱ 150

㈱サンマルコ 100

合計 332

　５　債権流動化に伴う買戻義務限度額　  478百万円

　４　保証債務

　　　従業員及び関連会社の金融機関借入金について保証

しております。

　 保証債務残高

従業員(住宅資金) 143百万円

エヒメシャーリング㈱ 150

㈱サンマルコ 100

合計 393

　５　債権流動化に伴う買戻義務限度額　  428百万円

　６　貸出コミットメントライン契約

    　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金融

機関22行と総額222億円の貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。当該契約に基づく当第

３四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のと

おりであります。

貸出コミットメントライン契約の総額 22,200百万円

借入実行残高 ―

差引額 22,200

　６　貸出コミットメントライン契約

　　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、金融機

関22行と総額222億円の貸出コミットメントライン

契約を締結しております。当該契約に基づく当連結

会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントライン契約の総額 22,200百万円

借入実行残高 7,000

差引額 15,200
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売運送費 4,389百万円

給料諸手当 1,890

賞与引当金繰入額 150

退職給付費用 250

役員退職慰労引当金繰入額 20

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売運送費 4,948百万円

給料諸手当 1,942

賞与引当金繰入額 169

退職給付費用 225

役員退職慰労引当金繰入額 25

※２　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　 ※２　愛知県臨港道路の建設に伴い、愛知県が所有してい

た旧防潮堤跡地を譲り受けたことによるものであり

ます。

※３　固定資産売却益は土地等の売却によるものであり

ます。

※４　主として道路建設用地の建物等の移転に伴い受領

した移転補償金と固定資産除却損等を相殺した金額

であります。

※３　固定資産売却益は土地等の売却によるものであり

ます。

※４　　　　　　　　　 ―

※５　　　　　　　　　 ― ※５　鉄鋼事業の構造改革に伴い、希望退職者を募集した

ことによる特別加算金等であります。

※６　　　　　　　　　 ― ※６　鉄鋼事業の構造改革に伴い、たな卸資産を廃棄した

ことなどによるものであります。

※７　固定資産除却損の内訳

機械及び装置 101百万円

建物等 12

撤去費用等 14

合計 128

※７　固定資産除却損の内訳

機械及び装置 101百万円

建物等 25

撤去費用等 64

合計 191

※８　鉄鋼事業の構造改革に伴い発生が見込まれる損失

であり、主な内訳は以下のとおりであります。

固定資産除却損 5,900百万円

解体撤去費 3,700

たな卸資産廃棄損 400

合計 10,000

※８　　　　　　　　　 ―
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前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

※９　固定資産減損損失

　当社グループは、事業用資産については事業セグメ

ント毎に、遊休資産及び賃貸資産については物件単

位毎にグルーピングを実施しております。

　当第３四半期連結累計期間において、事業環境の著

しい悪化により操業休止の状態となった遊休資産

（圧延付帯設備）については、当面稼働する見通し

がないと判断した結果、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、また、その他の遊休資産及び賃貸資産につ

いては、近年の地価の下落により、帳簿価額に対して

著しく時価が下落していることから、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額をそれぞれ減損

損失として特別損失に計上しております。

用途 種類

金額

（百万

円）

場所

遊休資産
（圧延付
帯設備）

機械及び装
置、建物及び
構築物

755
本社工場
大阪府大阪市

遊休資産
土地、建物及
び構築物

267
岡山県岡山市
大阪府枚方市
石川県小松市

賃貸資産
土地、建物及
び構築物

134大阪府大阪市

　回収可能価額は、正味売却価額を用いており、その

時価は、土地については不動産鑑定評価基準に基づ

く鑑定評価額又は路線価により評価し、遊休資産の

建物及び構築物、機械及び装置については備忘価額

により評価し、賃貸資産の建物及び構築物について

は固定資産税評価額により評価しております。

※９　　　　　　　　　 ―

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売運送費 1,575百万円

貸倒引当金繰入額 18

給料諸手当 579

賞与引当金繰入額 150

退職給付費用 84

役員退職慰労引当金繰入額 4

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

販売運送費 1,590百万円

給料諸手当 609

賞与引当金繰入額 169

退職給付費用 82

役員退職慰労引当金繰入額 5

※２　固定資産売却益は土地等の売却によるものであり

ます。

※２　固定資産売却益は土地等の売却によるものであり

ます。

※３　固定資産除却損の内訳

機械及び装置 6百万円

建物等 3

撤去費用等 △5

合計 3

※３　固定資産除却損の内訳

機械及び装置 34百万円

建物等 16

撤去費用等 △0

合計 50

※４　　　　　　　　　 ― ※４　鉄鋼事業の構造改革に伴い、希望退職者を募集した

ことによる特別加算金等であります。

※５　　　　　　　　　 ― ※５　鉄鋼事業の構造改革に伴い発生した解体費用など

であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 13,295百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △500

現金及び現金同等物 12,795
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 15,421百万円

現金及び現金同等物 15,421
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 131,383,661

　

２　自己株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,657,977

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

　　　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　　該当事項はありません。

　
(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結   会

計期間末後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

　
鉄鋼事業
　

(百万円)

エンジニア
リング事業
(百万円)

不動産事業
　

(百万円)

化学事業
　

(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 35,078 760 118 4,406 40,363 ― 40,363

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

177 28 118 18 343 (343) ―

計 35,256 788 237 4,425 40,707 (343) 40,363

営業利益(△は営業損失) △184 40 60 275 192 (8) 183

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
鉄鋼事業
　

(百万円)

エンジニア
リング事業
(百万円)

不動産事業
　

(百万円)

化学事業
　

(百万円)

計
　

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 97,113 2,299 371 12,099111,884 ― 111,884

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

477 38 388 55 960 (960) ―

計 97,590 2,338 760 12,154112,844 (960)111,884

営業利益(△は営業損失) △9,800 △26 222 538 △9,066 (57) △9,124

(注) １　製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行ってお

ります。

２　各事業区分に属する主要な製品の名称等

(1) 鉄鋼事業…熱延鋼帯、厚板、中板、縞板、鍍金鋼帯、線材、バーインコイル、棒鋼、軽量Ｃ形鋼、パイプ、線材二次

製品、高力ボルト、コークス、鋼片、副産物　等

(2) エンジニアリング事業…建築総合工事、鋼製魚礁、増殖礁、ロール、バルブ、産業機械　等

(3) 不動産事業…不動産の賃貸、販売　等

(4) 化学事業…化学工業薬品　等

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)において、本邦以外の国又は地域に所在する連結

子会社がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)における海外売上高は、いずれも連結売上高の

10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

(追加情報）

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。

当社は鉄鋼製品の製造・販売を中心に、建築や魚礁などのエンジニアリング活動や不動産の賃貸・

販売及び化学工業薬品の製造・販売などの事業活動を展開しております。

従いまして、当社は製品・サービス別のセグメントから構成されており、「鉄鋼」、「エンジニアリ

ング」、「不動産」、「化学」の４つを報告セグメントとしております。

　「鉄鋼」は、鉄鋼一次製品、二次加工製品等の製造・販売を行っております。「エンジニアリング」

は、建築総合工事や鋼製魚礁、増殖礁、ロール、バルブ等の受注・販売を行っております。「不動産」は、

保有不動産の賃貸や販売を行っております。「化学」は、化学工業薬品の製造・販売を行っておりま

す。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　

報告セグメント

調整額
（百万円）

四半期連結 損
益計算書 計上

額
（百万円）

鉄鋼　　
 

（百万円）

エンジニア　リ
ング　　　（百万

円）

不動産
　

(百万円)

化学
　

(百万円)

計
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 113,659 1,933 368 11,945127,906 ― 127,906

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

286 66 353 83 789 △789 ―

計 113,945 1,999 721 12,029128,696 △789 127,906

セグメント利益又は損失（△）
(経常利益又は経常損失（△）)

△2,404 12 183 684 △1,524 △816 △2,341

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　

報告セグメント

調整額
（百万円）

四半期連結 損
益計算書 計上

額
（百万円）

鉄鋼　　
 

（百万円）

エンジニア　リ
ング　　　（百万

円）

不動産
　

(百万円)

化学
　

(百万円)

計
　

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 35,009 470 115 3,948 39,543 ― 39,543

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

117 60 110 21 309 △309 ―

計 35,126 530 226 3,970 39,853 △309 39,543

セグメント利益又は損失（△）
(経常利益又は経常損失（△）)

△2,556 △6 56 215 △2,291 △264 △2,556
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

利益又は損失
金　　額
(百万円)

報告セグメント計 △1,524

セグメント間取引消去 △77

全社営業外損益（注） △739

四半期連結損益計算書の経常損失 △2,341

(注)　全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない営業外収益と営業外費用の差額であります。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

利益又は損失
金　　額
(百万円)

報告セグメント計 △2,291

セグメント間取引消去 △49

全社営業外損益（注） △215

四半期連結損益計算書の経常損失 △2,556

(注)　全社営業外損益は、主に報告セグメントに帰属しない営業外収益と営業外費用の差額であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

(固定資産に係る重要な減損損失)

　　該当事項はありません。

　

(のれんの金額の重要な変動)

　　該当事項はありません。

　

(重要な負ののれん発生益)

　　重要な負ののれん発生益はありません。
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(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

長期借入金は、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末

日に比べて著しい変動が認められます。

　

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
 

（百万円）

差額
 

（百万円）
時価の算定方法

長期借入金 80,563 80,867 303 （注）

(注) 長期借入金の時価の算定方法

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金の一部は金利スワップの特例処

理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を

行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

なお、長期借入金には１年以内に返済予定の長期借入金残高を含めております。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 326 円 80 銭
　

　 　

１株当たり純資産額 369 円 11 銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成22年12月31日)
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (百万円) 61,224 66,042

普通株式に係る純資産額 (百万円) 42,067 47,515

差額の主な内訳
　少数株主持分

(百万円) 19,157 18,526

普通株式の発行済株式数 (千株) 131,383 131,383

普通株式の自己株式数 (千株) 2,657 2,653

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(千株) 128,725 128,730
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２．１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 150 円 61 銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

－円
　

１株当たり四半期純損失金額 37 円 19 銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

－円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
 至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失金額 (百万円) 19,388 4,787

普通株式に係る四半期純損失金額 (百万円) 19,388 4,787

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 128,733 128,727

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 3 円 60 銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─円
　

１株当たり四半期純損失金額 23 円 43 銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

─円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
 至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失金額 (百万円) 463 3,016

普通株式に係る四半期純損失金額 (百万円) 463 3,016

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 128,732 128,726

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成22年2月10日

株式会社中山製鋼所

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　乾　　一良　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中畑　孝英　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　浅野　　豊　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中山製鋼所の平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成

21年10月1日から平成21年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成21年4月1日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中山製鋼所及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経

営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年2月10日

株式会社中山製鋼所

取締役会  御中

　

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    乾　　一良    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    中畑　孝英    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    浅野　　豊    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社中山製鋼所の平成22年4月1日から平成23年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成

22年10月1日から平成22年12月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成22年4月1日から平成22年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社中山製鋼所及び連結子会社の平成22

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経

営成績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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